
平
成
十
一
年
通
商
産
業
省
令
第
十
号

対
人
地
雷
の
製
造
の
禁
止
及
び
所
持
の
規
制
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則

対
人
地
雷
の
製
造
の
禁
止
及
び
所
持
の
規
制
等
に
関
す

る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ

き
、
及
び
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
対
人
地
雷
の
製
造
の

禁
止
及
び
所
持
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次

の
よ
う
に
制
定
す
る
。

（
用
語
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
対
人

地
雷
の
製
造
の
禁
止
及
び
所
持
の
規
制
等
に
関
す
る
法

律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用

語
の
例
に
よ
る
。

（
所
持
の
許
可
の
申
請
）

第
二
条
　
法
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項

の
許
可
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
一
に

よ
る
申
請
書
に
次
の
書
類
を
添
え
て
、
経
済
産
業
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
申
請
者
（
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
そ
の
法
人
及
び
そ
の
法
人
の
業
務
を
行
う
役

員
）
が
法
第
六
条
各
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
説
明

し
た
書
面

二
　
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の

法
人
の
定
款
又
は
寄
付
行
為
及
び
登
記
事
項
証
明
書

（
法
第
六
条
第
四
号
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
者
）

第
二
条
の
二
　
法
第
六
条
第
四
号
の
経
済
産
業
省
令
で
定

め
る
者
は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
対
人
地
雷
の

所
持
を
適
正
に
行
う
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断

及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者
と

す
る
。

（
変
更
の
許
可
の
申
請
）

第
三
条
　
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
許
可

を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
二
に
よ
る
申
請
書

を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
変
更
の
届
出
）

第
四
条
　
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し
よ

う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
三
に
よ
る
届
出
書
を
経
済
産

業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
廃
棄
の
届
出
）

第
五
条
　
法
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し

よ
う
と
す
る
者
は
、
廃
棄
を
し
よ
う
と
す
る
日
の
三
日

前
ま
で
に
、
様
式
第
四
に
よ
る
届
出
書
を
経
済
産
業
大

臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
引
渡
し
の
届
出
）

第
六
条
　
法
第
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し

よ
う
と
す
る
者
は
、
遅
滞
な
く
、
様
式
第
五
に
よ
る
届

出
書
を
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

（
承
継
の
届
出
）

第
七
条
　
法
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し

よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
六
に
よ
る
届
出
書
に
次
の

書
類
を
添
え
て
、
経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

一
　
法
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
所
持
者

の
地
位
を
承
継
し
た
相
続
人
で
あ
っ
て
、
二
人
以
上

の
相
続
人
の
全
員
の
同
意
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
も
の

に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
七
に
よ
る
書
面
及
び
戸
籍

謄
本

二
　
法
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
許
可
所
持
者

の
地
位
を
承
継
し
た
相
続
人
で
あ
っ
て
、
前
号
の
相

続
人
以
外
の
も
の
に
あ
っ
て
は
、
様
式
第
八
に
よ
る

書
面
及
び
戸
籍
謄
本

三
　
法
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
合
併
に
よ
っ

て
許
可
所
持
者
の
地
位
を
承
継
し
た
法
人
に
あ
っ
て

は
、
そ
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

（
所
持
の
届
出
）

第
八
条
　
法
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
し
よ
う
と

す
る
者
は
、
遅
滞
な
く
、
様
式
第
九
に
よ
る
届
出
書
を

経
済
産
業
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
帳
簿
の
記
載
事
項
）

第
九
条
　
法
第
十
五
条
第
一
項
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め

る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
所
持
す
る
対
人
地
雷
の
型
式
及
び
数
量

二
　
所
持
す
る
対
人
地
雷
の
数
量
が
増
減
し
た
場
合
の

理
由
及
び
年
月
日
並
び
に
増
減
し
た
対
人
地
雷
の
型

式
及
び
数
量

２
　
法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
第
一
項
の
帳
簿

保
存
期
間
は
、
記
載
の
日
か
ら
五
年
間
と
す
る
。

（
報
告
）

第
十
条
　
法
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
許
可
所
持
者
は
、
前

条
の
記
載
事
項
を
四
半
期
ご
と
に
集
計
し
た
も
の
を
、

当
該
四
半
期
経
過
後
五
十
日
以
内
に
、
経
済
産
業
大
臣

に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
録
）

第
十
一
条
　
第
九
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、
電
磁
的
方

法
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚

に
よ
っ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
を
い
う
。
）

に
よ
り
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他

の
機
器
を
用
い
て
直
ち
に
表
示
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る

と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
っ
て
法
第
十
五
条
第
一
項
に

規
定
す
る
当
該
事
項
が
記
載
さ
れ
た
帳
簿
に
代
え
る
こ

と
が
で
き
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
記
録
を
す
る
場
合
に
は
、
経
済

産
業
大
臣
が
定
め
る
基
準
を
確
保
す
る
よ
う
に
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
国
際
連
合
事
務
総
長
の
指
定
す
る
者
の
検
査
等
へ
の

立
会
い
の
証
明
書
）

第
十
二
条
　
法
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
国
際
連

合
事
務
総
長
の
指
定
す
る
者
の
検
査
等
に
立
ち
会
う
職

員
が
携
帯
す
る
同
条
第
三
項
の
証
明
書
は
、
様
式
第
十

に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
立
入
検
査
の
証
明
書
）

第
十
三
条
　
経
済
産
業
大
臣
が
そ
の
職
員
に
携
帯
さ
せ
る

法
第
十
八
条
第
二
項
の
証
明
書
は
、
様
式
第
十
一
に
よ

る
も
の
と
す
る
。

（
電
磁
的
記
録
媒
体
に
よ
る
手
続
）

第
十
四
条
　
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
提
出
に
つ
い
て

は
、
当
該
書
類
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事

項
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
媒
体
（
電
磁
的
記
録
に
係

る
記
録
媒
体
を
い
う
。
）
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
行

う
こ
と
が
で
き
る
。

一
　
第
二
条
の
申
請
書

二
　
第
三
条
の
申
請
書

三
　
第
四
条
の
申
請
書

四
　
第
五
条
の
申
請
書

五
　
第
六
条
の
申
請
書

六
　
第
七
条
の
申
請
書

七
　
第
八
条
の
申
請
書

（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
手
続
の
特
例
）

第
十
八
条
　
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
が
、
経
済
産
業
省
の

所
管
す
る
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行

政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
五
年

経
済
産
業
省
令
第
八
号
）
第
三
条
の
電
子
情
報
処
理
組

織
を
使
用
し
て
当
該
手
続
を
行
う
と
き
は
、
当
該
各
号

に
掲
げ
る
事
項
を
当
該
手
続
を
行
う
者
の
使
用
に
係
る

電
子
計
算
機
か
ら
入
力
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
法
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
経
済
産
業
大

臣
へ
の
廃
棄
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
　
経
済
産

業
大
臣
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た

フ
ァ
イ
ル
か
ら
入
手
可
能
な
廃
棄
届
出
様
式
に
記
録

す
べ
き
事
項

二
　
法
第
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
経
済
産
業
大

臣
へ
の
引
渡
し
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
　
経
済

産
業
大
臣
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ

た
フ
ァ
イ
ル
か
ら
入
手
可
能
な
引
渡
し
届
出
様
式
に

記
録
す
べ
き
事
項

三
　
法
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
経
済
産
業
大
臣
へ
の

所
持
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
　
経
済
産
業
大
臣

の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ

ル
か
ら
入
手
可
能
な
所
持
届
出
様
式
に
記
録
す
べ
き

事
項附

　
則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
一
年

三
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
三
日
を
経
過
す
る

ま
で
の
間
に
対
人
地
雷
を
廃
棄
し
よ
う
と
す
る
者
は
、

第
五
条
の
届
出
書
を
当
該
施
行
の
日
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
〇
月
一
三
日
通
商
産

業
省
令
第
二
二
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
一
二
月
二
六
日
経
済
産

業
省
令
第
二
四
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
十
二
月
二
十
八
日
か
ら

施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
七
条
の
次
に
一
条
を
加
え

る
改
正
規
定
（
第
十
八
条
第
五
項
第
二
号
に
係
る
部
分

に
限
る
。
）
は
、
平
成
十
四
年
三
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
二
月
三
日
経
済
産
業
省

令
第
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の

技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
五

年
二
月
三
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
四
日
経
済
産
業
省

令
第
一
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
動
産
登
記
法
の
施
行
の
日
（
平
成

十
七
年
三
月
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
七
月
一
日
経
済
産
業
省
令

第
一
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら

施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
九
月
一
一
日
経
済
産
業
省

令
第
三
六
号
）

こ
の
省
令
は
、
成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
の
制
限
に

係
る
措
置
の
適
正
化
等
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整

備
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
九
月
十
四

日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
一
二
月
一
三
日
経
済
産
業

省
令
第
四
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政

手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政

運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続

等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す

る
。

1



附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
八
日
経
済
産
業

省
令
第
九
二
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に

よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と

い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
（
第
九
十
二

条
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る
省
令

様
式
第
十
三
を
除
く
。
）
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正

後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用

紙
（
第
九
十
二
条
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
事
業
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置

に
関
す
る
省
令
様
式
第
十
三
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。附

　
則
　
（
令
和
五
年
一
二
月
二
八
日
経
済
産
業

省
令
第
六
三
号
）
　
抄

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

様
式
第
１
（
第
２
条
関
係
）

様式第1（第2条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 所持許可申請書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第5条第1項の許可を受けたいので、同条第2項の規定により次のとおり申請します。 所持しようとする対人地雷の 型式及びその数量 所持の目的 所持の方法 所持の開始及び終了予定年月 日 所持する間保管する場所 所持する対人地雷の入手元 所持の目的を終了した際の廃 棄方法の予定又は引渡し先の 予定 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  

様
式
第
２
（
第
３
条
関
係
）

様式第2（第3条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 変更許可申請書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第8条第1項の許可を受けたいので、同項の規定により次のとおり申請します。 変更に係る許可の番号 変更事項 新 変更内容 旧 変更年月日 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  

様
式
第
３
（
第
４
条
関
係
）

様式第3（第4条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 変更届出書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第8条第2項の規定により次のとおり届け出ます。 変更に係る許可の番号 変更事項 新 変更内容 旧 変更年月日 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  

様
式
第
４
（
第
５
条
関
係
）

様式第4（第5条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 廃棄届出書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第11条第2項の規定により次のとおり届け出ます。 所持許可番号 廃棄しようとする対人地雷の型 式及びその数量 廃棄の方法 廃棄予定年月日（期間） 廃棄予定場所 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  
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様
式
第
５
（
第
６
条
関
係
）

様式第5（第6条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 引渡し届出書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第11条第3項の規定により次のとおり届け出ます。 所持許可番号 引き渡した者の氏名又は名称及 び住所並びに法人にあっては、 その代表者の氏名 引き渡した対人地雷の型式及び その数量 引き渡した年月日 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  

様
式
第
６
（
第
７
条
関
係
）

様式第6（第7条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 許可所持者地位承継届出書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第13条第2項の規定により次のとおり届け出ます。 承継の原因 被承継者の氏名又は名称及び法 人にあっては、その代表者の氏 名 被承継者の住所 承継の年月日 承継に係る許可の番号 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  

様
式
第
７
（
第
７
条
関
係
）

様式第7（第7条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 許可所持者相続同意証明書 年月日 経済産業大臣殿 証明者氏名 住所 次のとおり許可所持者について相続がありましたことを証明します。 被相続人の氏名 被相続人の住所 被相続人が法第5条第1項の許 可を受けた年月日 被相続人の許可の番号 許可所持者の地位を承継する者 として選定された者の氏名 許可所持者の地位を承継する者 として選定された者の住所 相続開始の年月日 備考1用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2証明書は、許可所持者の地位を承継する者として選定された者以外の相続人全員が記名すること。  

様
式
第
８
（
第
７
条
関
係
）

様式第8（第7条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 許可所持者相続証明書 年月日 経済産業大臣殿 証明者氏名 住所 次のとおり許可所持者について相続がありましたことを証明します。 被相続人の氏名 被相続人の住所 被相続人が法第5条第1項の 許可を受けた年月日 被相続人の許可番号 許可所持者の地位を承継した 者の氏名 許可所持者の地位を承継した 者の住所 相続開始の年月日 備考1用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2証明者は、2人以上とすること。  
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様
式
第
９
（
第
８
条
関
係
）

様式第9（第8条関係）（平12通産令221・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） 所持届出書 年月日 経済産業大臣殿 氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏名 住所 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第14条の規定により次のとおり届け出ます。 所持許可番号又は輸入承認番 号 所持した対人地雷の型式及び その数量 所持の目的 所持の方法 所持の開始及び終了予定年月 日 所持する間保管する場所 所持する対人地雷の入手元 所持の目的を終了した際の廃 棄方法の予定又は引渡し先の 予定 備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  

様
式
第
１
０
（
第
１
２
条
関
係
）

様式第10（第12条関係）（平12通産令221・令元経産令17・一部改正） （表面） 第号 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第16条第3項の規定に よる国際連合事務総長の指定する者の検査等立会い証明書（IDCARD） MEMBERofJAPANESCORTTEAM 官職及び氏名 （NAME） 写 年月日生 （DATEofBIRTH） 真 押出スタンプ 年月日発行 ○ （DATEofISSUE） 発行者 （裏面） 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律抜すい 第16条国際連合事務総長が条約の定めるところにより指定する者は、外務 大臣の指定するその職員及び経済産業大臣の指定するその職員の立会いの 下に、条約で定める範囲内で、対人地雷を取り扱う場所その他の場所に立 ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問することが できる。 3第1項の規定により検査又は質問に立ち会う職員は、その身分を示す証 明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 第26条次の各号の一に該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 五第16条第1項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は 質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 備考用紙の大きさは、日本産業規格B8とすること。  

様
式
第
１
１
（
第
１
３
条
関
係
）

様式第11（第13条関係）（平12通産令221・令元経産令17・一部改正） （表面） 第号 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第18条第2項の規定に よる立入検査証 官職及び氏名 写 年月日生 真 押出スタンプ 年月日発行 ○ 発行者 （裏面） 対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律抜すい 第18条経済産業大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員 に、許可所持者、承認輸入者又は廃棄等義務者の事務所、工場その他の事 業所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問 させることができる。 2前項の規定により職員が立ち入るときは、その身分を示す証明書を携帯 し、関係者に提示しなければならない。 第26条次の各号の一に該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 七第18条第1項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は 質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 備考用紙の大きさは、日本産業規格A7とすること。  
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